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様式第 1号 

会 議 録 

 

会 議 の 名 称 令和４年度第１回所沢市情報公開・個人情報保護審議会 

開  催  日  時 
令和４年６月２３日（水） 

午後１時１５分 から 午後４時２０分まで 

開  催  場  所 所沢市役所 ７階 ７０１会議室 

出席者の氏名 
千草孝雄（会長）、近藤宏一（職務代理）、藤本浩志、長田悦子、 

田口義明、松本守 

欠席者の氏名 小澤峰子、今井正志 

説明者の職・氏名 

市民税課課長 橋本博史       市民税課主査 橋本陽子 

市民税課主査 小貫多加志     市民税課主任 佐藤彰尚 

市民税課主査 田中海斗        

健康管理課主幹 中山倫宏     健康管理課主査 花形言二郎 

健康管理課主任 望月麻依加 

市民相談担当参事 高橋国弘 

市民相談課市政情報センター所長 田中栄治 

市民相談課主事 木野田愛理 

議    題 

(１）社会保障・税番号制度における特定個人情報保護評価にかかる全項

目評価書の第三者点検について（諮問第８９号） 

(２）社会保障・税番号制度における特定個人情報保護評価にかかる全項

目評価書の第三者点検について（諮問第９０号） 

(３）個人情報保護制度の見直しについて（諮問第９１号） 

(４）報告事項 

  ・公文書公開請求に対する存否応答拒否事案の発生について 

  ・個人情報取扱事務届出書等の届出状況 

  ・防犯カメラの設置に関する報告 

(５）その他 

  ・次回の審議会の日程について 
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会 議 資 料 

資料№１   諮問書及び添付資料（諮問第８９号） 

資料№２   諮問書及び添付資料（諮問第９０号） 

資料№３   諮問書及び添付資料（諮問第９１号） 

資料№４－１ 公文書公開請求に対する存否応答拒否事案の発生につい

て 

資料№４－２ 個人情報取扱事務届出書等の届出状況 

資料№４－３ 防犯カメラの設置に関する報告 

担 当 部 課 名 

市民部市民相談担当参事           高橋国弘 

市民部市民相談課市政情報センター所長 田中栄治 

市民部市民相談課市政情報センター主事 木野田愛理 

                   電 話  ０４（２９９８）９２０６ 
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様式第２号 

発言者 審議の内容（審議経過・決定事項等） 

高 橋 参 事 ・会議の開会を宣言 

・委員８名のうち過半数である６名が出席していることから、会議が成立してい

ることを確認 

千 草 会 長 （挨拶） 

高 橋 参 事 ・事務局職員を紹介 

議 長 （これより、審議会条例第７条第１項に基づき、千草会長が進行する。） 

・配布資料の確認（事務局が資料の確認を行った。） 

・傍聴者の確認（傍聴者なし。） 

 議事（１） 社会保障・税番号制度における特定個人情報保護評価にかかる全項

目評価書の第三者点検について（諮問第８９号） 

議 長 では、本日の議事に入ります。審議内容について事務局から説明してくだ

さい。 

田 中 所 長 今回の諮問は、マイナンバー制度における特定個人情報保護評価書の第

三者点検にかかるものです。 

国の特定個人情報保護評価に関する規則第７条では、地方公共団体がマ

イナンバー保護評価の全項目評価書を作成したときには個人情報保護審議

会の点検を受けることとなっています。 

また、この規則の第１５条では、直近の保護評価書を公表してから５年を経

過する前に、保護評価を再実施するよう努めるものとされております。 

その再実施の趣旨ですが、保護評価の実施から５年程度が経過すると、個

人情報の保護に関する情報技術の進歩や社会情勢の変化が生じることから、

保護評価を再実施することが望ましいというものです。 

個人住民税課税に関する事務につきましては、平成２７年にマイナンバー

制度の導入に伴って最初の評価を実施しました。平成２９年には、所得証明

書・課税証明書のコンビニ交付の導入に伴って２度目の評価を実施しました。

今回は、２度目の評価から５年を経過することによる評価の再実施を行うもの

です。 

評価書をご審議いただく際のポイントとしましては、諮問書別紙の概要シー

トの左側に記載しておりますが、どのような制度なのか、どのような情報を取り

扱うのか、そして情報の連携、委託、リスク対策がどのように行われるかというこ

とになるかと思います。 

議 長 審議すべき事項の概要については、事務局の説明のとおりです。それで

は、実施機関の職員を入室させてください。 

市民税課職

員 

（入室、挨拶及び自己紹介） 
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議 長  この度の案件は、社会保障・税番号制度における特定個人情報保護評価に

かかる全項目評価書の第三者点検を行うものです。 

それでは、実施機関は評価書の説明をお願いします。 

橋 本 課 長 ⑴ 「個人住民税課税事務における特定個人情報保護評価」の経緯について 

市民税課では、平成２５年５月３１日に公布されました、「行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（いわゆる「マイナ

ンバー法」）に基づく個人番号制度導入に伴い、市民税課が所管するところの

個人住民税課税事務において、個人番号を保有することになるため、特定個

人情報保護評価を行っております。 

個人住民税課税の対象となる人数が３４万人と、３０万人を超えますことから、

全項目評価書の作成が必要となり、特定個人情報保護評価指針にのっとり、パブ

リックコメント手続を経て、当審議会による第三者点検の審議をいただくもので

す。 

特定個人情報保護評価については、重要な変更があった場合や事故が発

生した場合、実施後５年を経過した場合に再実施を行うこととなっております。 

この度、平成２９年に再実施を行った際の公表日から、５年を経過すること

により、個人情報保護評価を再実施するものでございます。 

評価書素案は本年２月頃から見直し、追加修正を行い、本年４月２５日から

５月２４日までの期間、パブリックコメント手続を行いました。なお、意見の提出

はございませんでした。 

⑵ 制度・事業及び特定個人情報ファイルの概要について 

個人住民税課税に関する事務とは、概要シート２段落目にあります特定個

人情報ファイルを取り扱い、前年に一定以上の所得があり、１月１日現在にお

いて所沢市に住所があったものに対して個人住民税を賦課しております。 

⑶ 情報連携の概要について 

税系システムから、「庁内」にあります統合宛名システムを通じて、中間サー

バーに連携対象の特定個人情報の副本を登録しております。情報連携に当

たりましては、統合宛名システムを使用し、情報提供ネットワークシステムを通

じて、相手方機関の照会に応じ自動で情報を提供します。 

相手方機関は、社会保障の給付、保険料の算定及び減免手続等において

所得情報を参照し、市民から所得証明書の提出を省略することで市民の負担

軽減を図っております。 

⑷ 委託の概要について 

特定個人情報ファイルの取扱いの委託については、課税資料のパンチ業

務を「株式会社 東計電算」に、税系システム運用・保守業務を「Acrocity ソリ

ューションズ 株式会社」に、窓口における各種証明の交付・請求・受付及び
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作成業務を「AGS プロサービス 株式会社」に、税務帳票類の作成・印字・封

入封かん業務を「小林クリエイト 株式会社」に、コンビニ交付システムの運用

業務を「富士通 Japan株式会社埼玉支社」にそれぞれ委託しております。 

⑸ 主なリスク対策について 

物理的対策として、生体認証により入室が制限されたサーバー室に、税系

システムが格納されているネットワーク機器があり、併せて、監視カメラを設置

しています。 

人的対策としては、情報セキュリティ研修を毎年実施しております。 

技術的対策としては、システムを使用するパソコンへのログイン時に、パスワ

ードと生体認証によるアクセス制限や職員毎に業務に必要なアクセス権限を

付与し、利用可能な機能を制限しております。また、職員毎の操作の記録が

残ることによって、不正利用を抑止しております。 

⑹ 評価書の変更履歴について 

前回実施からの変更点でございますが、評価書素案５７ページから６６ページ

をご覧ください。大きな変更点はございませんが、電子納税機能が実装されたこと

や、委託業者名の変更、法改正に伴う修正を行っております。 

⑺ その他 

個人番号制度施行以降、個人住民税課税事務においては、重大な事故等

は発生しておりません。これは、評価書に基づいたリスク対策が十分に行われ

ているためであると考えております。今後も、本評価書に基づきリスク対策を行

い、個人住民税課税事務の適正な執行を心掛けて参ります。 

以上で、概要説明を終わります。 

議 長 ただいまの説明に関して、委員の皆様から質問等はありますか。 

田 口 委 員 本件事務に関する今回の全項目評価は、２０１７年に実施してから５年経過

することにより再実施するものとのことですので、この最近５年間の状況を特に

よく見ておく必要があると思います。 

そうした観点から、３点質問させていただきます。 

１ 前回の全項目評価における当審議会の答申以降の対応について 

５年前の当審議会の答申では、資料№１の５５ページにあるように「全項目

評価書の記載内容については、評価指針に照らし、おおむね問題はないが、

記載内容が十分遵守されるように徹底すること」を求めており、特に、２点指摘

がありました。 

⑴ 委託業者から情報漏えい等が起こったりすることがないよう人的リスク対

策を徹底すること 

⑵ 職員が重要な情報を取り扱っているという自覚を持って対応するよう研

修等を適切に行うこと 
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の２点を要請しています。 

この２点について、市当局では、この５年ほどの間、どのような対応をとって

こられたのでしょうか。 

２ コンビニ交付システムについて 

前回の全項目評価以降の「変更箇所」を見ると、字句の修正等を除く実質

的な変更点としては、資料の５１ページ以降にあるコンビニ交付システムの運

用委託に伴う諸点のチェックが加わっているのではないかと思います。 

そこで、個人住民税課税事務におけるコンビニ交付システムの概要及び過

去５年ほどの間の運用状況をご説明いただきたい。また、このシステムは、コン

ビニという市役所外部の民間事業者によって現場業務が行われることから、特

別な注意が必要となるのではないかと思われますが、このシステム導入後の

運用面において、特定個人情報等の保護上、何らかの問題などは生じていな

いでしょうか。 

３ 委託事項について 

「概要シート」には委託先名も記載されていますが、資料№１の１２ページの

委託事項５（コンビニ交付システムの運用委託）については、⑥の委託先名以

下の項目が空欄となっていますが、これはなぜでしょうか。 

議 長 それでは実施機関から回答をお願いします。 

橋 本 課 長 ⑴ 前回の全項目評価における当審議会の答申以降の対応について 

 １点目の質問の１つ目、「人的リスク対策の徹底」について、初めに、業務履

行時に安全管理措置等の状況を確認できる書類の提出を求めており、特定

個人情報を取り扱う実務者を対象に、適正な取扱いについて情報セキュリティ

研修を実施している旨の報告を受けております。また、データのやり取りにお

ける処理・操作記録を提出させるなどで、取扱状況の監視を行っております。 

 ２つ目、「職員の研修」について、全庁的には、経営企画部のデジタル戦略

課が主催し、昨年度は、新規採用職員研修やＩＴ人材育成研修の中に盛り込

まれたり、特定個人情報取扱規程研修（マイナンバーガイドライン指定研修）

やサイバーセキュリティ研修（マイナンバー法定研修）を実施しました。 

また、当審議会の事務局であります市政情報センターが主催する個人情報

保護に関する各種研修、昨年度は確か「個人情報保護法の改正」と題した研

修が行われたと思います。 

職員はこれら研修に参加し、最新の情報を取得するとともに、情報リテラシ

ーを高め、意識の継続を図っているところでございます。 

市民税課内では、情報セキュリティセルフチェックを実施するなどの対策を

行っております。 

なお、本市で情報漏洩やデータの紛失等、いわゆる不祥事案が起こった際
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には、全庁で情報を共有するなどで、再発防止に努めております。 

⑵ コンビニ交付システムについて 

「個人住民税課税事務におけるコンビニ交付システムの概要」について、マ

イナンバーカードを利用して、住民票の写しや印鑑登録証明書等各種証明

書が、全国のコンビニエンスストア等（一部ドラッグストアも可能）のキオスク端

末（マルチコピー機）から取得できるサービス、を行うシステムでございまして、

個人住民税課税事務におきましては、市県民税課税証明書を発行しておりま

す。 

手数料は、窓口と同じ２００円、利用時間は、土日祝日を含む午前６時３０分

から午後１１時まででございます。なお、１２月２９日から１月３日までの年末年

始と、不定期ではありますが、システムのメンテナンスが行われる日は、ご利用

できないこととなっております。 

手続の流れですが、基本的にはマルチコピー機の画面に表示されます指

示に従って、利用者ご自身で操作をしていただくことになります。その際、カー

ドを所定の位置に設置し、カードがコンビニ交付で利用可能かどうか、確認を

行います。その後、カード発行時に設定した利用者証明用電子証明書の４桁

の暗唱番号を入力し、証明書の種別選択や記載事項選択、発行内容確認を

行い、料金をコインベンダに入金、証明書発行、となります。 

「運用上、問題は生じていないか」については、各種証明書はマルチコピー

機から直接印刷されますことから、コンビニの店員は特定個人情報に接触しま

せん。また、手続の流れでご説明いたしましたとおり、初めにマイナンバーカ

ードをコピー機の所定の位置に設置し、タッチパネルの指示に従って進めま

すが、途中、カードを所定の位置から取り外す指示が出され、カードが置かれ

たままの状態ですと、次の手続に進めないこととなっております。このことによ

り、カードの置き忘れを防止しております。 

通信ネットワークの安全対策としては、専用の通信ネットワークを利用してい

るほか、ＳＳＬ通信による通信内容の暗号化を実施しており、個人情報漏洩の

防止対策を講じています。なお、当然のことながら、キオスク端末にはデータ

保持機能はありません。 

証明書の偽造・改ざん対策としましては、コンビニで取得できる証明書は、

市役所やまちづくりセンター等での証明書で使用している改ざん防止専用の

用紙ではなく、Ａ４サイズの普通紙を用いています。 

しかし、証明書の両面に「けん制文字」が施されており、コピーすると「複写」

という文字が浮かび上がります。また、インターネット上の問い合わせサイトで

証明書が改ざんされていないか確認できる「スクランブル画像」、潜像画像（証

明書の裏面に印刷された目視で確認できる画像の裏に隠れている画像）を確
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認することで証明書が偽造されていないか確認できる「偽造防止検出画像」な

ど、偽造や改ざんを防止する高度な技術が採用されております。 

このような対策から、全国的に見ても、特定個人情報保護上の問題は発生

しておりません。 

⑶ 委託事項について 

 前回の全項目評価実施時から⑥の委託先名以下の項目が空欄となってお

りました。空欄となっている理由は不明でございますが、ここは明記すべき事

項でございますので、今回の全項目評価書から明記することといたします。 

委託先は、概要シートに記載のとおりでございますが、記載には「富士通

Japan 株式会社」となっておりますが、正確には「富士通 Japan 株式会社埼玉

支社」でございます。 

 なお、再委託は行っておりませんことから、⑦の項目に「再委託しない」旨の

記載も追加いたします。 

議 長 実施機関から回答がありましたが、いかがでしょうか。 

田 口 委 員 ありがとうございました。１点目の委託先の人的リスク対策等については、業

務履行時の安全管理確認やデータ取扱状況の監視などにより、しっかりと対

応されており、研修についても、市役所職員全般に対する研修の中で特定個

人情報保護について取り上げると同時に特定個人情報保護に関する特別研

修も実施している。また、不祥事案も特に発生しておらず、仮に発生した場合

は全庁で情報を共有して対応する。２点目の変更箇所であるコンビニ交付シ

ステムの導入については、キオスク端末を用いて交付しているが、その仕組み

の中で適切に対応できるように、様々な措置をとっており、特段問題は生じて

いない。３点目の委託事項については明記するとの回答ですので、了解いた

しました。 

回答の内容を踏まえて、この「全項目評価書」を全体として見ますと、特定

個人情報保護の観点から包括的かつ適切に評価がなされていると思います。

特に、リスク対策の部分が重要だと思いますが、この点については、物理的、

人的、技術的の各側面から必要な対策が取られていると思われますので、こ

の評価書について特に問題はないと考えます。 

ただ、重要なことは、そうしたリスク対策等が実効性を持って確実に実施さ

れることだと思います。そうした観点から、5年前の答申でも指摘されているよう

に、委託先や再委託先への安全管理措置の徹底や職員への研修などに引き

続きしっかりと取り組んで実施していただきたい。 

議 長 ほかに質問や意見はありますか。 

近 藤 委 員 今の審議に使用している資料№１とこの後の審議に使用する資料№２につい

て、同じ概要シートを使用していると思います。それぞれ担当する所管課が異な
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るため、書きぶりの違いなのかもしれませんが、「主なリスク対策」の部分を資料№

１と資料№２を比べてみると、【人的対策】のところで、資料№１には研修の実施が

記載されているが、資料№２には「定期的な内部監査」と記載されている。個人住

民税課税事務では、「定期的な内部監査」が行われているのでしょうか。 

橋 本 課 長 「内部監査」の記載について、これは、概要シートの「主なリスク対策」の項

目の【人的対策】の部分かと思われます。ここについては、意図的に記載しな

かったということではございません。これまでの全項目評価再実施の際に使用

しました概要シートを参考に作成しましたことから、省略してしまったものでご

ざいます。 

なお、全項目評価書の３５ページ、その他のリスク対策の１監査、②監査の

項目におきまして、内部監査の具体的内容を記載しております。 

資料№２を作成した所管課とすり合わせ等は行っていなかったことからこのよう

な差異が出てしまいました。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

近 藤 委 員 分かりました。ありがとうございます。 

私の意見としましても、田口委員と同じですが、「人的対応」へのリスク対策

の実効性の確保というところが大切だと思います。今日も尼崎市で個人情報

が含まれているＵＳＢを委託業者が紛失してしまったというニュースがありまし

た。そのニュースでは、ＵＳＢの持ち出しを許可していなかったとのことなの

で、契約はどうかということと、実際にその契約が守られているのかというのは、

別物であると思いますので、実効性の確保に配慮いただきたいと思います。 

議 長 他の委員の方は何かありますか。 

長 田 委 員 資料の読み方が十分でないのでどこかに記載されているかもしれないが、

コンビニの端末で証明書を発行する利用数が増加しているとのことでした。こ

れは、マイナンバーカードの普及促進のためには良いことだとは思いますが、

コンビニの端末がどのように利用されているかという調査は行われているので

しょうか。 

議 長 質問に対し、実施機関から回答はありますか。 

橋 本 課 長 コンビニの各店舗に職員が直接出向いて利用実態を調査するという事は行

っておりません。しかし、システムメンテナンス後に確実に反映した内容が写し

出されるかどうかの確認は行っております。また、所沢市内のコンビニにおい

てほぼ全ての店舗にマルチコピー機が設置されております。 

長 田 委 員 疑うときりがないのですが、マルチコピー機にはデータは残らないと説明が

ありましたので、こちらは問題ないと思いますが、コンビニ交付を利用する方の

中には、マルチコピー機の操作方法が分からずコンビニの店員に協力を求め

ていることがあると思います。このようなことから、操作方法の協力をすることが
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あるコンビニ店員に個人情報に対する意識をもってもらわなければならないと

思います。利便性の面ではとても良いと思いますが、どのようにしていくべきか

分かりませんが、コンビニ店員は変わっていくものなので、重要な情報がマル

チコピー機から発行されているという事を知っていてもらいたいです。 

橋 本 課 長 マルチコピー機に表示される内容に従って操作を行えば基本的な操作方

法は分かるようになっていると思いますが、分からないところがあれば店員に

協力を求めることはあるかと思います。コンビニ店員に操作方法を聞いてはい

けないということでもありません。コンビニ店員に対して市が研修を実施すると

いうことはしておらず、コンビニごとに個人情報の取扱方法や運用については

定めているものと推測されます。また、マイナンバーカードを置くだけで、マル

チコピー機に個人番号を直接入力はしませんので、店員が操作方法をコンビ

ニ交付の利用者に教えただけで個人情報が漏えいすることはないと考えてお

ります。そもそも、市外の方が所沢市内のコンビニで住民票を発行するというこ

とが可能です。 

議 長 今の説明でよろしいでしょうか。 

長 田 委 員 私自身も今後どのような対策ができるのであろうかという具体的な対応を持

ってはいないですが、これからさらにコンビニ交付の利用は増えていくと思い

ますので、心配な点ではあります。 

田 口 委 員 今の質問に関連して教えていただきたいのですが、マルチコピー機（キオス

ク端末）は、レジの近くに設置されているのでしょうか。 

私のイメージですと、レジの場所から少し離れた場所に設置がされているよ

うに思います。マイナンバーカードの置き忘れを防止する機能はありますが、

アウトプットされた証明書を取り忘れてそのままになってしまったとき、悪用され

る危険性もあると思うのですが、マルチコピー機はコンビニの店員が状況を視

認できる位置にあるのでしょうか。 

また、端末の故障・不具合が発生したときは、コンビニで対応するのでしょう

か。それとも委託業者が巡回などして随時対応しているのでしょうか。 

橋 本 課 長 マルチコピー機の設置場所については、私のイメージでもレジの近くに設

置しているのではなく、入口を入った先の書籍コーナーの隣に設置されてい

ると思います。マルチコピー機は、証明書発行専用の端末ではなく、その他の

機能も有しており、コンビニのレイアウト上の問題になってしまうと思います。 

発行された証明書の置き忘れに対する対策についてですが、証明書を取

らないと警告音が鳴るのかは分からないため確認しますが、実際そのような問

題に対して完全に対策が取られているかといわれると断言はできないところで

す。 

田 口 委 員 機器の管理・チェックは誰が責任を持つのでしょうか。 
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橋 本 課 長 基本的にマルチコピー機自体の故障という事であれば、コンビニでの対応

となると思います。先ほどシステムメンテナンスの説明をさせていただいたが、

マルチコピー機の状況に関わらず使用できないときは、メンテナンス中である

表示がマルチコピー機になされます。また、あらかじめシステムメンテナンスに

より、使用できないことが分かっている場合は、市のホームページでお知らせ

をしています。 

田 口 委 員 コンビニ交付を行う現場で対策が十分なされているかについては、不安が

ないわけではないですね。 

千 草 会 長 基本的な部分になるかと思いますが、所沢市の住民票を所沢市のコンビニ

で発行することはできると思いますが、所沢市域外のコンビニでも所沢市の住

民票を発行することはできるのでしょうか。 

橋 本 課 長 全国で発行することが可能です。 

千 草 会 長 全国で発行できるということであれば、先ほど質問した機器の管理・チェック

などの対応は、所沢市で対応できるものなのでしょうか。 

藤 本 委 員 全国で証明書を発行できるということは、コンビニ交付のシステムというの

は、所沢市独自でシステムのスペックを決めるということではなく、県あるいは

国のガイドラインのようなものに準拠して、システム会社が作ったという理解で

よいのでしょうか。 

そもそも、前提として教えていただきたいのが、概要シートの情報連携の概

要【方法】のところを読みながらイメージをしていたのですが、「統合宛名シス

テム」というのはどのようなものなのでしょうか。私の中では「統合宛名システ

ム」が一本串刺しになっているように感じました。また、中間サーバーに副本と

して登録してあり、情報連携に当たっては、統合宛名システムを使用して、情

報提供ネットワークシステムを通じて、業務委託をしている相手方機関の照合

に応じる。となっている。先ほどの説明で、本体は市役所にあり、生体認証に

より入室が制限されており、監視もされており、ログも残っているとのことでした

ので、情報の漏えいは起きにくいですし、仮に起きたとしても特定がしやすい

と思ったのですが、コンビニ交付システムは庁舎外にあり、リアルタイムでサー

バーにアクセスするというと安全性はどのように確保しているのでしょうか。 

議 長 それでは実施機関から回答をお願いします。 

橋 本 課 長 コンビニ交付システムというのは、総務省又は地方公共団体情報システム

機構（通称：J-LIS）が統括して行っているものであります。 

情報連携の概要【方法】の部分については、担当者から説明いたします。 

田 中 主 任 まず、情報の保管場所について説明いたします。コンビニ交付システム及

び統合宛名システムは、共通して生体認証により入室が制限され、監視カメラ

を設置してありますサーバー室にデータ自体を保管しております。 
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次に「中間サーバーに副本を登録しています」という部分についてですが、

こちらは国が管理をしているサーバーになりまして、全国的にデータが集まる

サーバーになります。こちらに全てのデータが集まるということではなく、個人と

データを紐づけるためのデータ（マイナンバーをさらに暗号化して個人と紐づ

ける番号に変えたもの）を格納しております。 

次に情報提供ネットワークシステムは、国が用意したものでありまして、中間

サーバーで暗号化されたデータをさらに複合化し、再度暗号化し、二重のセ

キュリティをかけることでマイナンバーを直接取り扱わないように作られたシス

テムとなっております。 

次に相手方機関については、分かりづらかったのですが、地方公共団体、

官公庁などの機関でありますので、外部業者はアクセスすることはできませ

ん。 

藤 本 委 員 コンビニのマルチコピー機からアクセスしてくるサーバーというのは、どれに

なるのでしょうか。 

田 中 主 任 キオスク端末（マルチコピー機）からマイナンバーカードを使用して証明書

発行の請求の申請がありましたというデータが地方公共団体情報システム機

構が作ったサーバーに送られます。この請求の申請がありましたという情報を

サーバー室で管理しているコンビニ交付システムで受け取り、印刷用のデー

タとして証明書の PDF データのみを返します。中継している中間サーバー及

びキオスク端末（マルチコピー機）には保存機能は有しておりませんので、複

製が行われてしまう危険性はないものと考えております。 

議 長 今の説明でよろしいでしょうか。 

藤 本 委 員 分かりました。ありがとうございます。 

田 口 委 員 藤本委員の質問に関連しての確認なのですが、資料１の７ページの説明図

で見ると、その一番上に記載があります「住民・納税者」は所沢市民に限らず、

全国の住民・納税者という理解でよいのかと思います。先ほどの質問にもあり

ました「統合宛名システム」は中段に記載があり、「中間サーバー」を経由し

て、「情報提供ネットワークシステム」と流れていき、情報照会・提供が行われる

のだと思います。それとは別にコンビニ交付システムとして、別途にシステム化

されており、住民・納税者がキオスク端末を使用すると、コンビニ交付システム

に入り、データ連携によって証明書交付センターを通じて画像データ（PDF デ

ータ）がキオスク端末に送られ、請求者である住民・納税者のもとに証明書とし

て発行されるようになっているということでよいのでしょうか。 

田 中 主 任 おっしゃるとおりです。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

松 本 委 員  直接関わる話ではないかもしれませんが、入札などで受託者が変わると思
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いますが、前委託者に対して、情報の取扱いなどを定めているのでしょうか。 

田 口 委 員 今の質問に関連するのですが、本日のニュースで報道されていた尼崎市の

ＵＳＢ紛失についても、委託先の社員が紛失したと報道されていました。委託

業務は既に終了しており、業務委託の終了に伴い、データは全て消去しなけ

ればならなかったのにも関わらず、消去しておらず、外へ持ち出した際に紛失

してしまったと報道されていました。委託先は毎年のように変わっていくと思い

ますので、委託された業務が終了したり委託の期限を迎えたとき、確実にデー

タの消去が行われることが大事なのではないでしょうか。 

議 長 それでは実施機関から何かありますか。 

橋 本 課 長  本件だけでなく、他の部署においても契約に基づいて行っておりますので、

契約書の中にそれぞれ必要な事項について明記されていると思います。しか

し、その契約から逸脱した行為というものが仮に委託業者で行われているとい

うことがあったとすると、未然に防ぐという事は難しいところがあるかと思います

が、データの入ったＵＳＢメモリーをそのまま渡したままで消去の依頼をすると

いうことは、あまり考えられないです。 

田 口 委 員  市の委託業務として共通する問題かと思いますが、各担当課で、消去方法

を今一度確認するなどして、業務委託が終了するときに委託業者において確

実にデータの消去が行われるようにして、実効性の確保に努めていただきた

い。 

議 長  それでは実施機関から何かありますか。 

橋 本 課 長 市民税課といたしましては、真摯に受け止め対応させていただきます。 

また、先ほどご質問にありましたキオスク端末で出力された証明書の取り忘

れ防止対策の件ですが、地方公共団体情報システム機構が作成した資料を

確認してみましたところ、取り忘れの確認ということで、取り忘れ防止用の音声

案内が流れ続けるようです。また、出力された証明書を取る際に音声停止ボタ

ンを押すような仕組みになっております。説明が不足していましたが、出力さ

れた証明書の取り忘れに関しても対策がされているということでした。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

委 員 （質問等なし） 

議 長 他にないようですので、審議の結果、評価書の内容を認めるとした答申を

出すということでよろしいでしょうか。答申書の作成については、事務局に案を

作成していただき、各委員にて確認を行うこととしますが、事務局はそれでよ

ろしいですか。 

田 中 所 長 はい。分かりました。 

議 長 審議のまとめに入る前に５分間の休憩を取りたいと思います。 

実施機関の職員は退席してください。 
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市民税課職

員 

（退室） 

 （休憩５分） 

議 長 それでは再開いたします。 

事務局は、答申の案を読み上げてください。 

田 中 所 長 答申の文面について、確認させていただきます。 

「諮問第８９号答申 

本件諮問の対象は、「個人住民税課税事務」に係る特定個人情報保護評

価に関する全項目評価書の所沢市情報公開・個人情報保護審議会による第

三者点検となります。 

全項目評価書については、市民の個人情報保護の観点から、包括的かつ

適切に評価がなされており、リスク対策の内容についても、物理的、人的、技

術的の各側面から、必要な対策が講じられていることから、おおむね問題あり

ません。 

ただし、これらの対策は、自己評価であることを理解した上で、記載内容が

十分に遵守されるように、職員研修のほか、折に触れて認識を高める取組み

を継続的に実施することを求めます。 

併せて、一般に個人情報漏えい等の事故は、委託先や再委託先などの対

応からしばしば起こっている、あるいは起こるおそれがあることを鑑み、委託先

や再委託先などに対し、安全管理措置の徹底を図るよう求めます。」 

以上でよろしいでしょうか。 

議 長 委員の皆様は、それでよろしいですか。 

委 員 （了承） 

 議事（２） 社会保障・税番号制度における特定個人情報保護評価にかかる全項

目評価書の第三者点検について（諮問第９０号） 

議 長 続きまして、議事（２） 社会保障・税番号制度における特定個人情報保護評

価にかかる全項目評価書の第三者点検について（諮問第９０号）に移ります。審

議内容について事務局から説明してください。 

田 中 所 長 今回の諮問は、マイナンバー制度における特定個人情報保護評価書の第

三者点検にかかるものです。 

マイナンバー制度における特定個人情報保護評価書の第三者点検の概

要につきましては、先ほどの議事（１）において説明しましたので、ここでは説

明を省略させていただきます。 

予防接種法及び新型インフルエンザ等対策特別措置法による予防接種の

実施等に関する事務については、市民に対して予防接種を通知し、個人番

号（マイナンバー）を利用して接種履歴等を管理するものでございます。令和

３年１月に、事務の対象人数の見直しにより、全項目評価書として評価を再実

施しました。令和４年１月に、新型コロナワクチン接種証明書の自動交付及び

マイナンバーでの予防接種履歴を自治体間で照会することについて評価を
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再実施しました。 

今回は、マイナンバーを用いた他市区町村への接種記録の一括照会を可

能とするシステムの機能の追加、また、新型コロナワクチン接種証明書のコン

ビニ交付の実施予定に伴い、評価の再実施を行うものです。 

評価書をご審議いただく際のポイントとしましては、諮問書別紙の概要シー

トの左側に記載しておりますが、どのような制度なのか、どのような情報を取扱

うのか、そして情報の連携、委託、リスク対策がどのように行われるかということ

になるかと思います。 

議 長 審議すべき事項の概要については、事務局の説明のとおりです。それで

は、実施機関の職員を入室させてください。 

健康管理課

職 員 

（入室、挨拶及び自己紹介） 

議 長  この度の案件は、社会保障・税番号制度における特定個人情報保護評価に

かかる全項目評価書の第三者点検を行うものです。 

それでは、実施機関は評価書の説明をお願いします。 

花 形 主 査 ⑴ 「予防接種法及び新型インフルエンザ等対策特別措置法による予防接種

の実施等に関する事務における特定個人情報保護評価」の経緯及び制度

事業の概要について 

 予防接種法及び新型インフルエンザ等対策特別措置法による予防接種の

実施等に関する事務の全項目評価書案についてご説明します。こちらは通常

予防接種（定期予防接種）と今回新型コロナウイルスワクチンに関わる臨時予

防接種、新型インフルエンザ等に関わる事務に関する全項目評価書となって

おります。 

 今回は、国の新型コロナウイルス感染症に係るワクチン接種記録システム通

称「ＶＲＳ」と呼ばれております。これは、市区町村や医療機関が新型コロナウ

イルスワクチンの接種記録情報をできる限り早くシステムに登録するために作

られたものです。これが令和４年３月１日から他市区町村への接種記録の照

会において、マイナンバーを用いた一括照会を可能とする機能が実装されま

した。また、今後国が新型コロナワクチン接種記録証明書のコンビニエンススト

ア等における自動交付を実施する予定であり、昨日、７月下旬ごろに開始す

るとの通知がありました。これらの変更は重要な変更に該当するため、特定個

人情報保護評価の全項目評価を再実施することになり、審議会による第三者

点検をしていただくものです。 

⑵ 特定個人情報ファイルの概要 

 個人番号、氏名、性別、生年月日、予防接種履歴（ワクチンの種類・メーカ

ー・製品名・製造番号、接種年月日、接種主体の自治体名）に加えて、パスポ

ートの情報を取り扱います。 

⑶ 一括照会機能の概要 

 目的としましては、現在、他市区町村で２回目又は３回目を接種後に所沢市
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に転入した方については、申請いただいたうえで、ＶＲＳで接種記録を確認

後、３回目又は４回目の接種券を郵送していますが、転入者情報をもとにＶＲ

Ｓで一括照会をすることにより、本人の申請が必要なくなることから、利便性向

上及び業務効率化を目的としています。 

 項目は、マイナンバー、宛名番号、予防接種履歴（ワクチンの種類・メーカ

ー・製品名・製造番号、接種年月日、接種主体の自治体コード）となります。 

 方法については、転入者情報をもとに市民健康管理支援システムからマイ

ナンバー及び宛名番号のＣＳＶファイルを出力後、特定通信用サーバーを経

由してＶＲＳにＣＳＶファイルを登録することで一括照会をします。一括照会し

た結果は、翌日に出力され、出力された結果を市民健康管理支援システムに

取り込み、３回目又は４回目の接種券を発行できるという流れになります。 

⑷ ワクチン接種証明書の概要 

 既にスマートフォンのアプリや紙でのワクチン接種証明書というのは、取得で

きますが、スマートフォンのアプリによりワクチン接種証明書を取得することが

できない、紙でのワクチン接種証明書は手間がかかるなどの理由でワクチン

接種証明書を取得できない市民の利便性の向上を目的として、コンビニエン

スストアにありますキオスク端末でマイナンバーカードを利用して、紙のワクチ

ン接種証明書を自動交付することができるようになります。 

 項目は、氏名、生年月日、予防接種履歴（ワクチンの種類・メーカー・製品

名・製造番号、接種年月日、接種主体の自治体名）です。海外でのワクチン

接種証明書を必要とする場合は、ローマ字氏名、旅券番号、国籍・地域といっ

た情報も取り扱います。 

⑸ 特定個人情報ファイルの取扱委託の概要について 

 委託先は、１つ目は富士通 Japan 株式会社埼玉支社です。こちらは市民健

康管理支援システム保守として、システムパッケージの障害・法改正対応等に

係る作業を委託しています。２つ目は株式会社ミラボです。ＶＲＳ及びコンビニ

交付関連機能の運用保守に係る作業を国が委託しています。 

⑹ 主なリスク対策 

 物理的対策として、市民健康管理支援システム等は、生体認証により入室

が制限されたサーバー室に機器があり、監視カメラを設置しています。また、

VRS は、情報セキュリティの国際規格を取得しているクラウドサービスを利用し

ています。 

続いて、人的対策として、定期的な内部監査、情報セキュリティ研修を実施

しています。 

最後に技術的対策として、市民健康管理支援システムから特定個人情報を

ＶＲＳに登録する際に、ＵＳＢメモリーなどは使用せずに特定通信用サーバー

からの作業のみとすることで、ファイルへのアクセス・コピーを制限しています。

また、操作ログを取得することによって、不正利用を抑止しています。 

議 長 ただいまの説明に関して、委員の皆様から質問等はありますか。 

田 口 委 員 本件は、本年１月から３月にかけて書面開催された当審議会において諮問
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された第８８号事案と基本的に同じ案件ですが、本年３月１日から、他の市区

町村への接種記録の照会において、マイナンバーを用いた一括照会の機能

が実装され、また、接種証明書のコンビニ交付が実施予定となったことに伴

い、改めて全項目評価を再実施するものと理解します。 

そこで、３点質問させていただきます。 

１ 一括照会機能について 

今回の一括照会機能は、所沢市への転入者への接種券の送付に関し、本

人からの申請を要しないで、転入者情報をもとにワクチン接種記録システム

（VRS）で一括照会することにより接種券の転入者への送付が可能になるとい

うことですので、転入者にとってたいへん利便性が向上するとともに、市にとっ

ても業務の効率化・迅速化に資すると考えられます。 

ただ、それによって、特定個人情報の漏えい等のリスクが高まるようなことが

あってはならないわけですが、この一括照会機能の運用により、そうしたリスク

が高まるような要因なり状況は何か考えられますか。 

２ 接種証明書のコンビニ等での自動交付について 

 接種証明書の書面での交付については、これまでは、市の窓口で申請し、

交付されていたものが、これからは、コンビニ等でもマイナンバーカードを使用

することにより、書面で自動交付されるようになるということで、市民にとって

は、たいへん利便性が高まると思われます。 

ただ、市役所外の民間事業者の店舗で、マイナンバーカードを使用して、

接種履歴等の個人情報が記載された書面が自動交付されることについては、

やや不安な感もあります。コンビニ等での端末機器のメンテや不具合への対

応、特定個人情報の安全管理などの点で問題はないでしょうか。 

３ ワクチン接種記録システム（VRS）の運用について 

 ワクチン接種記録システム（VRS）の運用に関して、去る３月の当審議会答申

では、まだこのシステムが実施されてから間もないこともあり、全国的に見ると、

登録されている接種記録データに一部間違いが発生していることなどについ

ても触れられています。 こうした点に関し、その後、特に問題などは生じてい

ないでしょうか。 

議 長 それでは実施機関から回答をお願いします。 

花 形 主 査 １ 一括照会機能について 

 全項目評価書の７ページにデータの流れを図で示しております。市民健康

管理支援システムの中に予防接種台帳などが登録されておりますが、こちら

から⑫住民情報（マイナンバー、宛名番号など）を特定通信用サーバーを通

じて、ＶＲＳに登録する流れになります。多くの市町村では、先ほどのデータの

やり取りでＵＳＢメモリー等を使用しているケースが見受けられますが、当市に
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おいては市民健康管理支援システムとＶＲＳにだけ接続する特定通信用サー

バーを経由してデータのやり取りを行います。よって、特定個人情報を漏えい

等するリスクをできる限り少なくしております。また、本日兵庫県尼崎市で４６万

人の個人情報が入ったＵＳＢメモリーを紛失したというニュースが報道されて

おります。このようなことからＵＳＢメモリーを使わないことが一番のリスク対策に

なるのではないかと考えております。 

田 口 委 員 おおむね分かりました。ありがとうございます。 

花 形 主 査 ２ 接種証明書のコンビニ等での自動交付について 

接種証明書のコンビニ等のキオスク端末による自動交付については、誰で

も取得ができるということではなく、マイナンバーカードと当該マイナンバーカ

ードに記録されている暗証番号が必要となりますので、本人が取得していると

いう整合性は取れると考えている。また、平成２８年１２月から当市において実

施している住民票のコンビニ交付と同様の仕組みを使用するものであり、一定

の安全性は確保されているものと考えております。 

メンテナンス等については、国が一括して委託しておりますので、何かトラ

ブル等があった場合は、国で対応するものと考えております。 

田 口 委 員  分かりました。ありがとうございます。 

花 形 主 査 ３ ワクチン接種記録システム（VRS）の運用について 

 ＶＲＳに登録されている接種記録データに一部間違いが発生していることに

ついては、その後ＶＲＳに登録されている接種記録データの間違いは、減少

傾向にあります。ただ、人が手作業で読み込んで入力をしているものになりま

すので、一定数は発生してしまっているのが現状でございます。しかしなが

ら、当市については、予診票が届きましたら改めてチェックを行い、ＶＲＳに登

録するという作業を行っておりますので、データ間違いを極力減らせているも

のと考えております。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

田 口 委 員 ありがとうございます。１点目につきましては、これまでも申請を受けて個別

に照会をして、接種券の送付事務を行っていたが、一括照会で行えるように

なるということで、個別に行っていたものを一括で行うようにしたことに伴い、リ

スクが突然発生するということはないと思いますが、システム上行えるようにな

ったことによりリスクが特に上がるということではないということでよろしいでしょう

か。 

花 形 主 査  現状の事務の流れは、１件ごとに市民健康管理支援システムでマイナンバ

ーを確認し、確認した情報を手作業でＶＲＳに打ち込んで、接種記録を確認

するという流れで行っております。そのため、人の記憶やメモによるデータ入

力を行っておりましたので、データの移動というのは、その１件だけになりま
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す。その際に特にＵＳＢメモリーを用いることもありません。しかし、今回一括照

会ということになりますと、所沢市では 1日１００件ほど転入出があると思います

ので、そのような情報１件ごとにこのような作業を行うというのは現実的ではあり

ません。今回一括照会を行う事務の流れには市民健康管理支援システムから

ＶＲＳにデータを移すという作業が発生いたします。ここが一番のリスクになると

考えているのですが、当市においては、ＵＳＢメモリーを使用しませんので、紛

失等のリスクもないと考えております。市民健康管理支援システムとＶＲＳだけ

をつなぐ特定通信用サーバーを経由しますので、他に情報がコピーされたり

漏えいされたりというリスクを極力減らしているということでございます。 

田 口 委 員  今までは１件１件その都度マイナンバーを確認して行っていたものをシステ

ムから一括して転入者のワクチン接種状況を確認することで、３回目又は４回

目の接種券の送付を転入者本人の申請なしで行えるようになるということでよ

ろしいですか。そこに関してリスクが入り込むことがないようにＵＳＢメモリーを

使用せず、特定通信用サーバーを経由してデータのやり取りを行うことで対策

を講じているということですね。 

花 形 主 査  おっしゃるとおりです。 

田 口 委 員  コンビニ等で接種証明の書面が自動交付されるという点については、マイナ

ンバーカードとその暗証番号が必要であり、乱用されることがないようにチェッ

ク態勢がとられているということかと思います。メンテナンスや不具合への対応

については国全体のシステムということですね。 

また、ＶＲＳのデータは、いまだ入力ミスがなくなってはおらず、これはある程

度不可避的に起こりうるものでもありますが、最近は減少傾向にあるということ

で、次第に改善されてきていると思いますので、特段の問題はないと思いまし

た。 

ご説明いただいた点などで不安感はある程度減少したように思いますが、

ご説明いただいた内容も踏まえつつ、今回の全項目評価書に対する私の全

体的な意見を申し述べますと、本件事務については、本年３月に、新型コロナ

ワクチン接種証明書の自動交付制度が開始されたことに伴い全項目評価が

行われたところですが、今回、この VRS のシステムにおいて、マイナンバーを

用いた一括照会を可能とする機能が実装されたこと、また、接種証明書のコン

ビニ等での自動交付が実施予定であることに伴い、改めて全項目評価を再実

施したものと理解します。 

一括照会機能の導入や接種証明書のコンビニ等での交付は、基本的に市

民の利便性向上や市の業務効率化に資するものであり、これに伴い再実施し

た今回の全項目評価書の内容に特に問題はないと考えます。 

ただ、こうしたシステムの改善等に伴い、特定個人情報を含む個人情報保
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護の面で何らか問題が生じるようなことがあってはならず、評価書に記載され

ている物理的、人的、技術的な側面からの各種リスク対策を確実に実施するこ

とが何よりも重要と考えます。 

議 長  今の意見について、実施機関から何かありますか。 

花 形 主 査  ご意見いただいたとおり、全項目評価書に従って、各リスク対策をしっかりと

行っていくことが実施機関としても重要であると考えます。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

近 藤 委 員 資料№２の「主なリスク対策」の部分については、一つ前に審議していた議題

に使用していた資料№１と見比べますと、資料№１の方には、ログイン時のパスワ

ードと生体認証による入室制限、職員ごとにアクセス権限の付与、職員ごとの操

作記録が記載されていましたが、これらの点が資料 No.2のほうには入っていない

ようなのですが、書きぶりの違いなのかもしれませんが、どのような状況になってい

るのでしょうか。 

花 形 主 査  ご指摘のログイン時のパスワード、生体認証による入室制限、職員ごとのアク

セス権限の付与及び職員ごとの操作記録というのは、資料№１を使用していた

市民税課と同様に実施しておりますが、全項目評価書には、一部記載が漏れて

いる部分がありますので、全項目評価書の２８ページの「７．特定個人情報の保

管・消去」の「⑥技術的対策」の「具体的な対策の内容」の＜所沢市における措置

＞のところに「ログイン時のパスワード、生体認証による入室制限、職員ごとのアク

セス権限の付与及び職員ごとの操作記録」を追記させていただきたいと考えてお

ります。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

近 藤 委 員 分かりました。ありがとうございます。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

藤 本 委 員 先ほどご意見がありましたが、諮問第８９号と今の諮問第９０号で表記の濃

淡がありましたので、同じフォーマットで異なる案件があった際は、可能であれ

ば揃っていた方がよいのではないかと感じました。 

田 中 所 長 こちらは、事務局としてお答えさせていただきます。今回、全項目評価書の

第三者点検を連続して審議することが初めてでございますので、ご意見を真

摯に受け止めて、表記の濃淡や見やすさなどを含めて精査して参りたいと考

えます。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

藤 本 委 員 分かりました。ありがとうございます。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

委 員 （質問等なし） 
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議 長 他にないようですので、審議の結果、評価書の内容を認めるとした答申を

出すということでよろしいでしょうか。答申書の作成については、事務局に案を

作成していただき、各委員にて確認を行うこととしますが、事務局はそれでよ

ろしいですか。 

田 中 所 長 はい。 

議 長 審議のまとめに入る前に５分間の休憩を取りたいと思います。 

実施機関の職員は退席してください。 

健康管理課

職 員 

（退室） 

 （休憩５分） 

議 長 それでは再開いたします。 

事務局は、答申の案を読み上げてください。 

田 中 所 長 答申の文面について、確認させていただきます。 

「諮問第９０号答申 

本件諮問の対象は、新型コロナワクチン接種証明書のコンビニ交付の開始

等に伴う、「予防接種法及び新型インフルエンザ等対策特別措置法による予

防接種の実施等に関する事務」に係る特定個人情報保護評価（全項目評価）

の再実施について、所沢市情報公開・個人情報保護審議会による第三者点

検を行うものです。 

全項目評価書については、市民の特定個人情報保護の観点から、包括的

かつ適切に評価がなされており、リスク対策の内容についても、物理的、人

的、技術的の各側面から、必要な対策が講じられていることから、おおむね問

題ありません。 

なお、本件事務は、本格的に実施されるようになってからまだ間もないこと

から、特定個人情報の保護上、何らかの問題が潜在していることも懸念されて

おります。全国的にみると、ワクチン接種記録システム（VRS）に登録されてい

る接種記録データについては、多くの間違いや事故が発生している等の状況

があるようです。そうした他の地方公共団体での状況にも留意しつつ、引き続

き、各種リスク対策に万全を期することを求めます。」 

以上でよろしいでしょうか。 

議 長 委員の皆様は、それでよろしいですか。 

委 員 （了承） 

 議事（３） 個人情報保護制度の見直しについて（諮問第９１号） 

議 長 続きまして、議事（３） 個人情報制度の見直しについて（諮問第９１号）に移り

ます。審議内容について事務局から説明してください。 

田 中 所 長  今回は、諮問書の一番下の段にあるように、所沢市個人情報保護法施行条

例の制定について審議をお願いするものです。 

次に、右上に「諮問第９１号 資料１」と書かれている資料をご覧ください。 

この資料は、令和４年１月の審議会（書面会議）において報告しております

が、その後の情報についても報告いたします。 
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資料上の方にある国（個人情報保護委員会）から示された資料を読みます

と、国は令和３年５月１９日に、「デジタル社会の形成を図るための関係法律の

整備に関する法律」による「個人情報の保護に関する法律」等の改正が公布

されました。 

また、令和４年４月２８日に、個人情報の保護に関する法律の政令や規則に

加えて、ホームページにて下表のとおり、ガイドライン、事務対応ガイド、Q&A

といった資料が公表されました。 

市政情報センターでは、上記の資料及び令和３年１１月時点における国の

資料を参考に検討し、個人情報保護法の円滑な施行に向けて、現条例の廃

止、所沢市個人情報保護法施行条例の制定等の整備を進めており、今回

は、法施行条例の素案について審議をお願いするものです。 

次に、ただ今申し上げました個人情報保護法の円滑な施行についてという

ことで、右上に「諮問第９１号 資料２」と書いてある資料をご覧ください。 

「個人情報の取扱い方法等がどのように変わるか（主な論点）」ということで、表

の一番上の段にお示ししたように、令和５年度より、個人情報の取扱い方法等

は、表の左の列にあります条例からその右側の列にあります個人情報保護法

に規定や解釈が変わることを示した表となります。 

まず、表の左上にあります取得方法ですが、個人情報を取得（保有）する場

合は、条例では本人からの取得が原則です。個人情報保護法では、本人以

外からの取得に制限はありませんが、取得（保有）時に制限があり、法令の定

める所掌事務又は業務を遂行するため必要な場合に限って、かつ、その利用

目的をできる限り特定しなければなりません。 

次に、その下の目的外利用ですが、条例も個人情報保護法も原則禁止で

すが、本人同意の場合のほか、「相当の理由」があれば目的外利用はできま

す。もちろん、条例の運用と同様に、個人情報保護法においても、目的外利

用をする際の行政機関等の恣意的な判断は許されません。 

なお、「相当の理由」の考え方については、少なくとも社会通念上客観的に

みて合理的な理由が必要となる旨がガイドライン、事務対応ガイド等で示され

ております。 

次に、その下の取扱いの公表ですが、現条例の個人情報事務取扱届は廃

止し、個人情報ファイル簿に置き換えます。なお、取扱件数１，０００件以上の

場合は、ホームページへの公表義務が発生します。 

次に、開示請求等のうち、請求できる者ですが、本人及び法定代理人に加

えて、個人情報保護法では委任を受けた本人の代理人も請求できますが、本

人への確認書の送付などの厳格な本人確認を行い、本人になりすました請求

等をできる限り未然に防止することに努めます。 
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次に、個人情報の請求の処理期間ですが、現条例は原則１５日以内（延長

はさらに３０日以内）ですが、制度改正の周知、本人の代理人による請求の開

始により請求の増加が見込まれる等のため、法定の原則３０日以内（延長はさ

らに３０日以内）といたします。 

次に、少し飛びまして、その他のうち、漏えい等の国への報告ですが、現在

の特定個人情報（マイナンバー）の漏えい事案等の報告に加えて、個人情報

全般の漏えい等の報告が必要となる場合があります。 

ただ今、申し上げましたのは、個人情報保護法の規定や ガイドライン等に沿

って運用を行う部分です。 

 手数料や審議会の概要については、「諮問第 91号 資料３」と書かれている

資料をご覧ください。「所沢市個人情報保護法施行条例（素案）について」と

いうことで、今回の審議及びパブリックコメントにおける資料として作成しまし

た。 

まず、条例制定に至る経緯について、資料の上から順にご説明いたしま

す。 

公的部門における取扱データの質や量の拡大等に対応するため、令和３

年５月に個人情報保護法の改正が公布されました。また、個人情報保護法の

改正により、令和５年４月からは個人情報保護委員会が地方公共団体におけ

る個人情報の取扱い等も一元的に監視・監督をすることになります。前回まで

は令和５年春となっていましたが、ガイドライン等の公表により令和５年４月１日

が施行日となることが分かりました。 

 この２つの項目をまとめますと、デジタル化されたデータの質や量の拡大に

対応するには、国が定めた法律やガイドライン等により個人情報の取扱い方

法等を一本化し、かつ、個人情報保護委員会が監視・監督を一元化する必要

があるということです。 

そこで、現条例の所沢市個人情報保護条例と改正後の個人情報保護法の

内容を照合すると、法に委任規定が置かれていない条例の規定（先程の資料

２における個人情報の取得は、本人からの取得を原則とする規定等）が多く含

まれていること等により、現条例の一部改正で対応するには課題があります。 

よって、改正後の個人情報保護法の円滑な施行に向けて、現条例を廃止

し、手数料や審議会への諮問等の条例で定めることができる事項等につい

て、所沢市個人情報保護法施行条例を規定するものでございます。 

次に、資料のウラにあります所沢市個人情報保護法施行条例に規定する

主なものについて申し上げます。 

まず、手数料ですが、請求時の手数料は無料とします。また、写し(コピー)

が必要な場合は、別に定めるところにより、請求者はコピー代（１面につき１０
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円等）、郵送料の実費を負担することになります。請求時の手数料及び写しが

必要な場合の実費負担は現行どおりです。 

次に、審議会への諮問ですが、個人情報保護制度等の運営に関する重要

な事項については、所沢市情報公開・個人情報保護審議会で審議できます

が、個人情報保護法で運用する個人情報の取得、利用、提供等の取扱いを

当審議会で審議することはできません。 

なお、個人情報保護法以外の諮問（今回の議事１及び議事２は番号法に

基づく諮問、情報公開制度に関する諮問）については、引き続き当審議会で

審議することができます。 

最後に、今後のスケジュールですが、恐れ入りますが前にお戻りいただい

て、「諮問第９１号 資料１」をご覧ください。 

資料下の方に「本市のスケジュール」として、表は審議会の諮問のスケジュー

ルでございまして、今回は条例素案等のパブリックコメント実施に先立ち、その

内容について審議をお願いするものです。 

２回目は９月下旬を予定しておりまして、パブリックコメント実施後に、条例

素案等に対して出された市民等からの意見を踏まえて、その内容について審

議をお願いする予定でございます。 

次に、右上に「諮問第９１号 資料４」と書いてある資料をご覧ください。 

今後のスケジュールをイメージ化したものです。令和４年６月から１２月までの

間に様々なことを行って、市議会には１２月定例会に条例案を提案する予定

です。 

最後に、「諮問第９１号資料２」をご覧ください。資料の下の方に条例制定改

廃の予定となっているところですが、表に書かれております条例等を議会に提

案、審議をいただく予定です。 

今回は、手数料や審議会への諮問等について規定を予定している法施行

条例の素案について、ご審議をお願いいたします。 

議 長  ありがとうございました。それでは、質疑応答に移ります。委員の皆様から質

問等はありますか。 

田 口 委 員 今回の個人情報保護制度の見直しは、昨年５月、国において、デジタル社

会の形成促進を図る観点から、個人情報保護法の改正が行われたことに伴

い、各地方公共団体において、この法改正への対応を図るためのものと理解

します。 

今般の国における法改正のポイントは、基本的に個人情報の保護ルール

が地方公共団体ごとにバラバラではデジタル社会の形成にも支障が生じかね

ないので、「全国共通ルールを法律で設定する」ということかと考えられます。

このこと自体は妥当なことと理解できますが、それによって個人情報の保護が
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何らか損なわれるようなことがあってはならないと考えます。 

この点に関連し、一点質問ですが、所沢市における個人情報保護ルール

の現状は、来年春以降実施される国の全国共通ルールと比べて、どのように

なっていると考えられるのでしょうか。 

 本市の現行条例を見る限り、個人情報の対象範囲や規律内容は、国の個

人情報保護法と基本的に同じように思われます。 

ただ、個人情報の本人以外からの収集（条例第５条第３項）や目的外利用・

外部提供（条例第７条第２項）に関し、実施機関が当審議会の意見を聴いて

必要があると認めたときは、これら本人以外からの収集や目的外利用等が認

められる仕組みになっており、このような仕組みは、新制度では認められなく

なるということかと思いますが、これは、個人情報保護の例外の範囲がより限

定されるということであり、個人情報の保護レベルはより高まると考えられます

が、いかがでしょうか。 

議 長 それでは実施機関から回答をお願いします。 

田 中 所 長 ご質問につきましては、「諮問第９１号 資料２」の表における取得方法及び

目的外利用に分けて、お答えいたします。 

まず、取得方法について、現条例における個人情報の収集に関する審議

会への諮問ですが、審議会においては、例えば事務・事業の性質上、本人が

他の方法により本人以外から収集することを知り得ることが明らかであり、個別

に通知することが現実的でないときといった事務や事業の性質、及び利用の

目的に関することについて、主に審議してまいりました。 

個人情報保護法では、法令の定める所掌事務又は業務を遂行するため必

要な場合に限って保有することができること、また、個人の権利利益の侵害を

未然に防止するため、保有する個人情報の利用目的は明確に特定しなけれ

ばならないこととなっており、これらは審議会において審議した事務事業の性

質や利用目的に関することとほぼ同様であると考えられますので、個人情報

の保護レベルにつきましては、個人情報保護法の施行後も概ね変わらないも

のと考えております。 

次に、目的外利用につきましては、審議会によって、必要であると認められ

ると認められる場合の類型が表として示されておりまして、その理由の考え方

も但し書きとして示されております。 

個人情報保護法では、目的外利用が可能となる「相当の理由」の考え方に

ついては、少なくとも社会通念上客観的にみて合理的な理由が必要となる旨

がガイドライン、事務対応ガイド等で示されていることから、個人情報の保護レ

ベルにつきましては、個人情報保護法の施行後も概ね変わらないものと考え

ております。 
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そこで、目的外利用が可能となる「相当の理由」の考え方の資料として、個

人情報の保護に関する法律についての事務対応ガイド（行政機関向け）の１０

４ページに「相当の理由」の考え方が示されております。その中には行政機関

等の恣意的な判断を許容するものではなく、少なくとも、社会通念上、客観的

にみて合理的な理由があることが求められます。「相当の理由」があるかにつ

いては、保有個人情報の内容や当該保有個人情報の利用目的等を勘案し

て、行政機関の長等が個別に判断することとなりますが、例外的に利用目的

以外の目的のための利用及び提供が許容される場合について規定した趣旨

から、例外としてふさわしい理由が求められます。 

審議会においては、この例外としてふさわしい理由について審議していた

だいておりました。今後は行政機関の長等が個別に判断するということになり

ます。その考え方として、社会通念上、客観的にみて合理的な理由があること

が求められます。そのため、この事務対応ガイドの内容ついては、職員研修

等で職員に徹底させていきたいと考えています。 

議 長 今の説明についてよろしいでしょうか。 

田 口 委 員 おおむね理解できました。目的外利用、外部提供については、新制度で

は、原則禁止という点では同じですが、例外として、「相当の理由」があれば、

行政機関の長等の判断で目的外利用等を行うことができる。ただし、「相当の

理由」というのは、社会通念上相応の合理的な理由がある場合に限られるとい

う縛りがかかるということ。対して現在の所沢市個人情報保護条例では、目的

外利用等は原則禁止ではあるが、例外として、当審議会が承認すれば、目的

外利用、外部提供が認められる規定になっています。ただし、これも当審議会

において、個人情報保護のルールなり趣旨に照らし、合理性がある場合に承

認をするというもの。つまり、基本原則に照らして合理性があるかどうかを個別

に判断して承認するものであります。したがって、現行の所沢市個人情報保

護条例と改正個人情報保護法による目的外利用、外部提供の規制のレベル

は、ほぼ同じであると受け止めました。 

取得方法についても、書きぶりは少し異なりますが、実質で判断すると、ほ

ぼ同じになるものと受け止めました。 

こうした理解を前提にした意見になりますが、本市の現行個人情報保護条

例は、個人情報の範囲であるとか、個人情報の収集や利用などに関する規律

ルール自体は、国の個人情報保護法と基本的に同等の規制レベルにあり、

何らか国よりも厳しい、いわば上乗せ的な規制ルール等を設定しているもので

はないと考えられます。 

このため、今般の「法律による全国共通ルール化」を図ることによって、本市

における個人情報の保護レベルが何らか低下するということはないと考えられ
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ます。 

また、今回の個人情報保護法の改正は、基本的に「個人情報の保護」と、

その有効な活用による「利便性の確保」、いわば「保護」と「利便性」の両立を

目指すものであり、そうした観点から、地方公共団体ごとの独自のルール等は

必要最小限にとどめるべきものとされています。 

こうした今般の法改正の趣旨・目的等に照らしてみると、今回の本市の個人

情報保護法施行条例の素案では、開示請求の手数料や当審議会の所掌事

務等に関する事項を規定するにとどめており、基本的に妥当だと考えます。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

松 本 委 員 今回、所沢市個人情報保護条例を廃止して、新たに所沢市個人情報保護

法施行条例を制定する予定とのことですが、他の自治体においても現条例を

廃止し、新たな条例を制定するという方法が多いのでしょうか。 

田 中 所 長 各自治体の状況でございますが、４月２８日に国からガイドライン等が公表さ

れ、間もないため、自治体によって決めかねているところもあります。しかし、

実際に県内の一部の市に聞いたところ、多くは現条例を廃止し、新たな条例

を制定するということでした。 

松 本 委 員 １２月議会に提出する予定とのことですが、現条例を廃止し、新たな条例を

制定するというのは、安易な気がします。 

長 田 委 員 そうすると、個人情報保護の大枠は国の法律になりますので、変えられない

とすると、所沢市独自で定めることができる部分というのは、少ないということで

すか。また、開示決定の処理期間を国の規定に合わせて３０日にしたのはな

ぜでしょうか。 

田 中 所 長 先ほどご説明で申し上げたとおり、本人の委任を受けた代理人も請求でき

るようになることから請求件数が増えたり、本人の委任を受けた代理人の確認

に係る事務が入ったりすることで、手続に時間がかかることが想定されます。

そのため、決定する期間が長くなる場合もあることから国の規定に合わせて３０

日としたいと考えています。しかし、現在の規定である１５日で決定ができるも

のもありますので、１５日以内で決定が出せるものについては、運用として１５

日以内に決定できるように事務局で進めていきたいと考えております。 

長 田 委 員 しかし、原則３０日以内としてしまうのは、いかがなものでしょうか。 

松 本 委 員 私も原則３０日にするということは、緩めているように感じてしまいます。 

田 中 所 長 決定内容を緩めるというわけではありません。住民票などの交付請求書な

どの開示請求は、期間が特定されているため、決定に時間がかかる場合は少

ないと考えます。しかし、今後は相談などの記録についての開示請求が増え

るのではないかと考えています。そうしますと、相談記録については、期間が

長いことが多く、文書も大量となることが多いです。そうなりますと、個人情報の
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開示範囲に迷うケースも多く出てくるものと考えます。現状でも１５日で決定す

ることが難しいことがあります。原則３０日にはいたしますが、なるべく早く決定

が出せるように事務局として各所管課に案内をしていきたいと考えています。 

松 本 委 員 話を戻してしまいますが、市としては、現条例を廃止し、新たな条例を制定

するという方向で決めているということでしょうか。 

田 中 所 長 その意向でございます。 

田 口 委 員 その現条例を廃止し、新たな条例を制定するという考え方の背景としては、

個人情報の保護ルールは法律に委ねられることになりますが、その法律のル

ールというのは、所沢市の現行条例のルールと実質的に同レベルと考えられ

るので、基本的に国の法律に委ねるということについては特に問題はないとい

うことかと思います。また、個人情報のルールを各自治体で独自に決める仕組

みを続けるとなるとデジタル社会の形成に向けて動かなければならないという

時代の要請に対し大きな障害になりかねませんので、個人情報の保護ルール

自体は国に一括で委ねることとし、それに上乗せするような形で、所沢市独自

で新たに何か取扱いルールを定めることはしないということだと思います。 

このような趣旨を踏まえて考えますと、形の上だけ所沢市個人情報保護条

例を残すというのは、あまり整合的ではなく、実質的な意味も乏しいと思いま

す。 

市が考えている、現条例を廃止し、新たな個人情報保護法施行条例を制

定するというのは、むしろ分かりやすいと思います。 

藤 本 委 員 今、田口委員から整理をしていただいたので理解ができたところではありま

すが、元をたどれば、デジタル化が当たり前の世の中になっていますので、大

事な個人情報のルールを国全体でスタンダードに決めなければならないのは

当然であると思います。しかし、自治体が条例で決めていたという背景があり

ます。個人情報保護法と現条例で規制のルールがほぼ同じということであれ

ば、国の法律に委ねるということでよいと考えます。手数料などの自治体が窓

口で受け付ける際に必要な事項を条例で定めるということが妥当であるかの

判断をすればよいのでしょうか。 

高 橋 参 事 手数料と審議会の設置の規定について、手数料は地方自治法において条

例で定めるものとされております。審議会についても附属機関という言い方で

条例で定めるものとされております。このことを踏まえて個人情報保護法で条

例に委任することとなったと考えます。 

藤 本 委 員 地方自治法の規定により、手数料や審議会の設置に関する規定は条例で

定めなければならないので、法の委任に基づいて少なくともこの部分は規定し

なければならないということで理解はしました。 

前提として、現条例の規定を新たに制定する条例に生かせる部分があるの
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であれば、議論したいと考えていたが、国のルールに統一化するということな

ので、今回は手数料や審議会の規定が必要かということも含めてご審議いた

だきたいということでしょうか。 

高 橋 参 事 ベースとしては、最低限今おっしゃっていただいた事項については、ご審

議いただきたいです。従来から条例の制定などにおいて、横出し条例、上乗

せ条例という地方公共団体が法に抵触しない範囲で独自の規定を設けること

ができるということは、判例等においても認められているところであります。 

今のところ、例えば、他の地方公共団体において、条例要配慮個人情報と

いうその地方公共団体の条例で独自に配慮が必要であると位置付けをした情

報の種類を条例に定めていることがございます。本市は現時点において、そ

のような情報を条例に定めておりませんので、個人情報保護法における条例

要配慮個人情報は規定をしておりません、しかし、今後条例要配慮個人情報

を規定しなければならない状況が生じた際には、改正後の個人情報保護法

の中で条例要配慮個人情報を定めることを許容しておりますので、そのような

状況になった際には、検討を行うことはできます。 

審議会については、今後も存続していきますので、個人情報保護に関する

重要事項については、審議をお願いすることとなります。 

藤 本 委 員 ありがとうございます。よく分かりました。 

田 口 委 員 今までは個人情報保護に関する業務というのは、自治体の自治事務の扱

いの中で、個人情報の取扱いのルール自体も各自治体で決めていたので、

日本全国でルールが２０００個もあり、分立していた。しかし、それではデジタ

ル社会への対応はできないということで、個人情報の取扱いのルール自体

は、全国共通ルールを個人情報保護法で定めましょうということになりました

が、各自治体固有の特殊な事情により、共通ルールにプラスして何か規定を

設けるかどうかという余地はありますが、共通ルールではどうしても対応しきれ

ない、その自治体固有の特殊な事情として合理的な理由がある場合に限られ

るということだと思います。個人情報の取扱いルール自体は、基本的に法の定

めるものでいきましょうということだと思います。 

本市については、従来の個人情報の取扱いルールと改正後の個人情報保

護法のルールを比べてみると、規定の仕方に違いはありますが、実質のレベ

ルではほぼ同じと考えられます。そうだとしますと、基本的には、全国共通ル

ールに乗るということで特段の問題はないのではないかと思います。 

そのようなことであれば、現行の個人情報保護条例は廃止して、個人情報

保護法に基本的に拠って立ち、市独自で定めることができる手数料や審議会

の審議事項などに限って規定を定めるという現在の対応の方向というのは、日

本全体として進むべき大きな方向にも沿ったものであり、内容的にも妥当では
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ないかと思います。それによって個人情報の取扱い上、市民が不利益を受け

るということもないということであれば、大きな方向に沿ったもので問題はないと

考えます。 

議 長 所沢市の個人情報保護条例のレベルと個人情報保護法のレベルはあまり

変わらないので、個人情報保護法に移行することに関して大きな問題はない

ということも分かります、また、デジタル社会やＤＸに進もうとしているという一般

的な流れがあるというのも分かるのですが、そのような流れになっているときに

自治体側から条例を廃止しようということにはなりにくいと思います。しかし、こ

こで国側が２０００個ほどある条例を一挙に廃止しようとしているわけですから、

何か今の個人情報保護条例が乱立している状態が困るということがあるので

はないかと考えてしまいます。国が個人情報保護法にルールを統一させようと

する動機は何か分かりますか。 

高 橋 参 事 あくまで一般的に国等の説明の繰り返しになるのですが、そもそも各団体の

個人情報の定義について、様々な規定になっているということから、個人情報

とは何かという考え方が団体ごとに異なっています。国がここで制度の一本化

をして、個人情報保護委員会が監視・監督を行うとしたときに、その後に運用

上の何か検討をする際に、用語の定義を定めている定義規定が、用語の使

い方なども様々であることから、国が一本化して統一的な運用をしようとした際

に地方公共団体が国等と協議を進めていくときにおいて、理解を進めるに当

たって、共通のベースとして用語の定義から入らなければなりません。今般国

の方では、用語は法律の定義の用語を使い、今回改めて条例を制定する場

合には再び定義を規定しないように、法律の用語に統一することでお願いし

たいという旨の事務連絡がきていることから、まずは国際的なデータ流通とい

う舞台にも地方公共団体が今後大きく関わってくることを鑑みて、国家レベル

でのデジタル戦略ということもありますが、地方レベルでのデジタル戦略も踏ま

えて、国から様々な情報提供を受けながら、今後わが国としても各方面でも進

めていかなければならないときにおいて様々な定義があるという状況がデジタ

ル化の進行に対してブレーキにならないようにというニュアンスを国の説明か

ら受けているところでございます。そこで本市における定義規定においても法

律で規定されている用語の定義を使いますので、条例には規定しないという

ことですと、定義を除いて残りの部分から条文が始まるような形で一部改正条

例を行った場合、定義が条例中にないのに何を引用して運用すべき事柄を

規定しているのかわからないような形となり、解釈上も不整合な状況になること

から、条文の規定を検討する際に大変な困難を伴うこととなります。また、少な

くとも埼玉県下の多くの自治体が新規条例で行うとの情報を得ております。 

議 長 その他に質問等はありますか。 
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委 員 （質問等なし） 

議 長 他にないようですので、審議の結果、諮問の内容を認めるとした答申を出

すということでよろしいでしょうか。答申書の作成については、事務局に案を作

成していただき、各委員にて確認を行うこととしますが、事務局はそれでよろし

いですか。 

田 中 所 長 はい。 

議 長 審議のまとめに入る前に５分間の休憩を取りたいと思います。 

 （休憩５分） 

議 長 それでは再開いたします。 

事務局は、答申の案を読み上げてください。 

田 中 所 長 答申の文面について、確認させていただきます。 

「諮問第９１号答申 

本件諮問の対象は、所沢市個人情報保護法施行条例についてです。 

個人情報保護法改正に伴い、現条例を廃止し、所沢市個人情報保護法施

行条例を制定することは必要であるため、諮問の内容を認めます。 

また、同法の趣旨や目的等に照らしてみると、所沢市個人情報保護法施行

条例（素案）の内容は、開示請求の手数料や当審議会の所掌事務等の条例

で定めることができる事項等を規定することについては、適当であると考えま

す。」 

以上でよろしいでしょうか。 

議 長 委員の皆様は、それでよろしいですか。 

委 員 （了承） 

 議事（４） 報告事項 

議 長 続きまして、議事（４）報告事項に移ります。報告事項３件について、事務局

から説明をお願いします。 

木野田主事 ⑴ 公文書公開請求に対する存否応答拒否事案の発生について（資料No.４

－１） 

存否応答拒否をする場合は、公文書公開請求に対する応答の例外である

ため、必要にして十分な拒否理由の提示をするとともに、所沢市情報公開・個

人情報保護審議会に事後報告する運用としています。 

詳細は、資料のとおりとなります。 

⑵ 個人情報取扱事務届出書等の届出状況（資料No.４－２） 

令和３年１０月１日から令和４年３月３１日までの期間に、個人情報取扱事務

届出書は４７件、個人情報目的外利用等届出書は１５件の提出がありました。

詳細は資料のとおりとなります。 

⑶ 防犯カメラの設置に関する報告（資料No.４－３） 

令和３年６月１日から令和４年５月３１日までの期間に、所沢市立荒幡小学

校、所沢市立椿峰小学校、所沢市立柳瀬小学校、所沢市立並木小学校及び

ラーク所沢の５件について新規設置の報告がありました。詳細は資料のとおり
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となります。 

議 長 ただいまの説明について、委員の皆様から質問や意見はありますか。 

近 藤 委 員  資料 No.４－１に関してなのですが、今回決定通知に提示された存否応答

拒否の理由の第三の理由の部分ですが、所沢市情報公開条例第７条第６号

アには、「監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、」との限定がありま

す。拒否理由のところに「正確な事実の把握を困難にするおそれ」という文言

はありますが、行政指導というものが「監査、検査、取締り又は試験に係る事務

に関し、」のいずれかに当たるのかについて、理由欄に記載がないように思い

ます。条文に当てはめて進めていくのであれば、行政指導が「監査、検査、取

締り又は試験に係る事務」のいずれに該当するのか明記すべきであったよう

に思います。 

高 橋 参 事  所沢市情報公開条例第７条第６号アの前段を省略して、中盤から書き始め

ているということなので、委員からのご意見だと思います。 

「正確な事実の把握を困難にするおそれ」というのは結論なので、どのような

理由で正確な事実の把握が困難になるのかということがという文言の記載が

漏れておりましたので、この資料につきましては、文言を補充する形で訂正を

させていただきたいと考えております。 

議 長 その他に質問等はありますか。 

委 員 （質問等なし） 

 議事（５） その他 

議 長 それでは議事（５）その他に移ります。事務局から何かございますか。 

田 中 所 長 次回の日程について説明し、近日中に日程調整を行うことを報告 

議 長 委員の皆様からは何かございますか。 

特に無いようですので、本日の審議を終了いたします。 

以後の進行を事務局へお返しいたします。 

高 橋 参 事 ・会議の閉会を宣言 

以上 


